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中国共産党は第１８回党大会で２０２０年までにＧＤＰと一人当たりの国民所得を２０１０
年比で倍増させる計画を発表しました。これは年率7.２％程度の安定的なＧＤＰ成長を継続する
ことで達成できる見込みです。目標が明確化されたことで、中国の経済改革に対する国民意識の
向上も期待されます。

「所得倍増計画」と言えば、日本でも１９６１年から池田内閣の下で実施されたことが有名
です。当時の日本では、東京オリンピック等の後押しもあり、年平均１１％超で所得が増え、当
初の目標より数年早く倍増を達成。1億人近い中間所得層を作り上げたと言われています。中国
では都市部と農村部、高所得者層と低所得者層の間の格差が問題となっており、今回の計画はこ
うした格差是正に対し一翼を担うことになりそうです。

中国の景気減速を懸念する報道もありますが、その一方で減速は当局がむしろ積極的にソフ
トな成長に誘導しようとしている表れであるとの見方もあります。小売売上高（内需要因）の鉱
工業生産（外需要因）に対する伸びからも、２０１１年１１月以降、内需が拡大していることが
わかります。こうしたことから、中国では、まさに輸出拡大などによる「量」を重視した成長か
ら、内需拡大を目指す「質」への転換が伺えます。今後も投資と消費で国内経済を循環させるこ
とで 中国には持続的な安定成長が期待できそうですとで、中国には持続的な安定成長が期待できそうです。

＊｢成長国｣とは、ゴールドマン・サックスが提唱する今後世界経済の成長を牽引するであろう8ヵ国(ブラジル、ロシア、
インド、中国、韓国、トルコ、メキシコ、インドネシア)を指す。
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